
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27　年

31.1.1 人 国　調 9.9 ％ 19.0 ％ 71.0 ％

30.1.1 人
22　年 549 人 1,131 人 3,707 人

増減率 ％ 国　調 10.2 ％ 21.0 ％ 68.8 ％

平成30年度 増減額

1. ① 4,824,694 △ 59,203 △1.2 ％

2. ② 4,572,649 44,691 1.0 ％

3. ③ 252,045 △ 103,894 △29.2 ％

4. ④ 14,736 △ 114,678 △88.6

5. ⑤ 237,309 10,784 4.8

6. ⑥ 10,784 5,512

7. ⑦ 114,810 114,394 27,498.6

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 144,448 △ 55,060 △27.6 ％

10. △ 18,854 174,966 ％

％

％

事 - ％

事 -

事 -

事 -

事 -

企非 -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

農業集落排水事業

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

161,804

4,022

40,441

（総費用）

1,537,728

 -

1,027,3621,048,686

 7,605

152,954

歳　　出

95,845 3,438

47,923

-

21,324

0
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 7,605

152,904

歳　　入

（総収益）

1,585,651

 -

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

129,414

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

1,354,675

2,953,683

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 2,412,266

翌年度に繰り越すべき財源

4,527,958

0繰 上 償 還 金

△2.2

住民基
本台帳

226,525

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

355,939

22年

4,883,897

12,490

12,448

0.3

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

一 宮 町

平  成  30　年  度

549
22.97

人口集中地区人口

22年国調

124214

第１次
12,034 512.3

対H29増減率

3,929 人

0.56

人

H30年度末の債務保証額又は損失補償額

5,272

△ 193,820

416

経 常 収 支 比 率

3,353,777

1,019,107

861,440

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 33.7

176,549

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 6.0

健　全　化　判　断　比　率

199,508

 

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成29年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

-

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

11,767 人 27年国調
人

人
-

115,926

52,945

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

99,283

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）
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H30普通交付
税 種 地 区 分

Ⅲ－２

番号

Ⅱ3

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

90.8

1,662,569

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

8.0

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

1,053

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、平成30年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公
営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。
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経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

29.6 ％ △ 0.5 ％ 1,430,087 1,039,580 22.7 ％ 6.0 ％ 963,253

1.3 0.7 65,084 647,352 14.2 6.2

0.0 △ 0.6 1,942 768,283 16.8 △ 3.0 241,425

0.1 △ 15.0 6,396 343,860 7.5 △ 5.7 343,860

0.1 △ 32.8 5,919 元 金 315,902 6.9 △ 4.8 315,902

0.0 － 0 利 子 27,958 0.6 △ 15.5 27,958

0.0 － 0 0 0.0 － 0

4.1 9.7 199,338 2,151,723 47.1 0.7 1,548,538

0.4 △ 7.1 17,928

0.0 － 0 581,988 12.7 10.0 359,504

0.5 △ 8.8 14,753 0.3 △ 50.5 14,348

0.0 － 714,872 15.6 3.8 443,232

0.2 20.7 9,650 349,907 7.7 △ 5.5

23.6 △ 0.9 0 0.0 － 0

21.9 △ 0.8 467,459 10.2 1.1 385,047

1.7 △ 2.4 3,930,795 86.0 2.2 2,750,669

0.0 △ 46.9

60.1 △ 0.2 2,817,391 14,239 0.3 3.0

0.0 △ 12.3 1,923 422,025 9.2 △ 4.4

0.7 △ 14.8 0 56,700 1.2 △ 65.9

2.3 3.3 58,504 365,194 8.0 34.7

0.2 △ 4.3 0 0 0.0 －

8.5 △ 15.9 131 0.0 △ 97.0

0.0 － 0 0 0.0 皆減

6.5 △ 7.6 0 0.0 －

0.2 2.5 1,830 422,025 9.2 △ 5.9

2.5 △ 10.2

4.9 △ 22.1 0 186,830 4.1 5.3

7.4 33.4 0 0.0 皆減

2.1 69.8 138 32,999 0.7 △ 38.0

4.7 0.6 0 0.0 －

0.0 － 4,572,649 100.0 1.0

3.1 0.0 4,904 0.1 61.1

100.0 △ 1.2 2,879,786

0.1 61.1

超過課税分収入済額 決算額

47.7 ％ 1.0 ％ 0 100,808 2.2 ％ 4.6 ％

所 得 割 39.4 △ 0.4 0 982,594 21.5 8.5

法 人 税 割 4.4 17.6 0 1,478,495 32.3 △ 1.8

45.4 △ 2.3 0 373,772 8.2 △ 5.8

土 地 13.4 △ 2.4 0 0 0.0 －

家 屋 24.0 △ 2.4 0 289,927 6.3 35.6

償 却 資 産 7.7 △ 1.9 0 99,111 2.2 △ 51.4

7.0 2.1 0 243,601 5.3 △ 4.9

100.0 △ 0.5 0 275,488 6.0 5.2

△ 1.9 384,993 8.4 22.0

0 0.0 皆減

98.2 ％ 22.4 ％ 91.5 ％ 343,860 7.5 △ 5.7

市 町 村 民 税 98.6 24.1 93.4 0 0.0 －

固 定 資 産 税 97.6 21.2 88.8 0 0.0 －

90.8 18.3 67.7 4,572,649 100.0 1.0

H30決算額 地方債

99,062

47,767 141,700

45,572

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

全体事業費の財源内訳

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

その他特定財源 一般財源

681,491

563,670

災 害 復 旧 費

110,673

99,447

農 林 水 産 業 費

商 工 費

342,669

1,430,087

359,572

消 防 費

教 育 費

191,985

土 木 費

労 働 費

衛 生 費

議 会 費

現年課税分

62,723

649,149

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

対H29増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

前 年 度 繰 上 充 用 金

人 件 費

扶 助 費

う ち 職 員 給

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

7,362

1,140,592

1,923交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

1,057,591

経 常 的 経 費 小 計82,967

34

経 常 的 繰 出 金
1,057,591

10,294

109,148

国直轄事業負担金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

積 立 金

9,650

4,824,694

構成比

特　　　 　　別

普　　　 　　通

分 担 金 及 び 負 担 金

409,679

単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

災 害 復 旧 事 業 費

224,800

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

235,338

投 資 的 経 費 小 計

決算額区　　　　　分 構成比

うち東日本大震災分

うち東日本大震災分

都 道 府 県 支 出 金

355,939

102,630

地 方 債

合　　　　　　　計

4,904

121,909

313,318

うち臨時財政対策債 150,000

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

対H29増減率

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

地 方 特 例 交 付 金 等

国 庫 支 出 金

使 用 料

2,900,392一　般　財　源　計

0

31,962

地 方 税

6,396

5,919

地 方 譲 与 税 65,084

1,942

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

1,430,087

利 子 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 23,456

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

0
23,456

物 件 費

17,928

0

義務的経費小計

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

199,338

元 　利
償還金

補 助 費 等

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型一 宮 町 Ⅲ－２

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H29増減率 構成比 対H29増減率区　　　　　分

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付金 （ 経 常的 なも の）

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

47,361

15,800

45,572一宮小学校屋外運動場整備事業 H30 45,572

H24～H34 350,000

土地改良施設維持管理適正化事業 H29～H30 106,131

町道1-7号線道路改良事業 192,500

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0

道府県民税所得割臨時交付金 0

58,770

事業名 事業年度
全体事業費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

市 町 村 税

区　　　　　分


